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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 29,804 33,578 35,155 61,301 69,937

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △353 147 564 152 909

中間(当期)純利益又は
中間純損失(△) 

(百万円) △487 △157 356 18 320

純資産額 (百万円) 22,734 22,100 22,903 22,337 22,616

総資産額 (百万円) 45,998 47,698 49,259 46,860 49,874

１株当たり純資産額 (円) 920.18 979.46 1,016.54 988.88 1,002.37

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間純損失(△) 

(円) △19.73 △6.99 15.81 0.03 13.42

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.4 46.3 46.5 47.7 45.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,401 217 △443 521 3,668

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △458 △556 △785 △671 △1,675

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1 △154 △116 △845 △266

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 10,605 10,967 11,837 11,456 13,178

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,844 
(948)

1,856
(1,086)

1,882
(1,189)

1,804 
(975)

1,774
(1,127)



(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,896 30,695 32,742 55,567 64,773

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △340 58 483 47 705

中間(当期)純利益又は 
中間純損失（△） 

(百万円) △399 2 456 86 557

資本金 (百万円) 3,456 3,456 3,456 3,456 3,456

発行済株式総数 (株) 24,744,017 24,744,017 24,744,017 24,744,017 24,744,017

純資産額 (百万円) 22,905 22,468 23,452 22,546 23,064

総資産額 (百万円) 43,202 45,533 47,451 44,384 47,660

１株当たり純資産額 (円) 927.07 995.79 1,040.92 998.26 1,022.38

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間純損失
（△） 

(円) △16.16 0.10 20.26 2.94 24.04

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― 3.00 5.00

自己資本比率 (％) 53.0 49.3 49.4 50.8 48.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
1,299 
(397)

1,314
（526)

1,254
(669)

1,279 
(406)

1,270
(600)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、以下のように関係会社の状況が変化しております。 

Ricoh Elemex (SHENZHEN) Co.,Ltd.（連結子会社）の新工場稼働に伴い、従来事務用機器の製造を行っていた

Dongguan Ricoh Eleme Office Machine Co.,Ltd.（連結子会社）は平成17年７月より生産を停止しております。 

これに伴い、従来Ricoh Eleme Office Machine（HK）Ltd.（連結子会社）が行っていた事務用機器の部品仕入

並びに完成品の仕入・販売の機能をRicoh Elemex (HK) Ltd.（連結子会社）に移管しております。なお、Ricoh 

Eleme Office Machine（HK）Ltd.は現在営業を停止しております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、平成17年10月３日付でリコー教育システム㈱の全株式を譲渡しております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就

業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は当社からの出向者を除き、当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

リコーエレメックス労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情報・環境関連事業 965 (944)

精密機器関連事業 745 (234)

その他の事業 5 ( ―)

本社共通 167 ( 11)

合計 1,882 (1,189)

従業員数(名) 1,254 (669) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、景気は緩やかに回復しているものの、原油高や資材関連の価格高騰

が続いていることにより、先行きに不透明なものが感じられ、引続き予断を許さない状況下で推移いたしました。 

このような状況の中、当社は今期より新たな中期経営計画を策定し、経営資源をコアコンピタンス(強み)とリコ

ーグループとのシナジー効果のある事業に集中し、さらにローコスト経営の実現等に全力を挙げて取り組んでまい

りました。 

この結果、当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高351億５千５百万円と前年同期比 15億７千６百万

円（4.7％増）の増収となりました。営業利益につきましては２億９千３百万円で前年同期比２億６千７百万円

（1,007.0％増）の増益、経常利益は５億６千４百万円で前年同期比４億１千６百万円（282.7％増）の増益となり

ました。時計関連設備について１億８千２百万円の減損処理をいたしましたものの中間純利益につきましても３億

５千６百万円で前年同期比５億１千４百万円（前年同期は１億５千７百万円の損失）の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 情報・環境関連事業 

複写機関連では、ＰＰＣ（普通紙複写機）のカラ－機等を中心とした需要が堅調に推移し、周辺機器は概ね前

年同期並を確保いたしました。 

情報機器関連では「ジェル・ジェットプリンタ－」の生産が増加したことにより増収となりました。 

教育関連では、少子化の影響による顧客獲得競争が激しさを加えたことにより減収となりました。 

上記以外の情報・環境関連の事業は、健康・環境機器及び外部仕入商品ですが、外部仕入商品を取扱っていた

国内子会社を前期に譲渡したことにより減収となりました。 

これらの結果、情報・環境関連事業の売上高は234億７千９百万円で前年同期比９千４百万円（0.4％増）の増

収となり、営業利益は19億９千２百万円と前年同期比６千４百万円（3.3％増）の増益となりました。 

  

② 精密機器関連事業 

計量器関連では、水道機器の価格競争が激しさを増したことにより減収となったものの、プロパンガス用メー

タが新製品投入効果と不需要期を脱し、上昇基調に転じたことにより増収となりました。 

特機関連では、防衛庁からの受注が増加したことにより増収となりました。 

時計関連では主力のムーブ事業でムーブが低価格品へ移行している影響で減収となりました。 

上記以外の精密機器関連の事業は、精密加工技術を活かした部品加工商品と産業機器の商品群ですが、自動車

関連等の業績好調の影響を受けて、設備や自動車部品加工などの受注が堅調に推移したことにより増収となりま

した。 

以上の結果、精密機器関連事業の売上高は116億６千３百万円で前年同期比14億８千２百万円（14.6％増）の増

収となり、営業損失は10億６千４百万円と前年同期比２億１千４百万円（前年同期は12億７千８百万円の損失）

減少いたしました。 



  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ13億４千万円（10.2％減）減少

し、118億３千７百万円となりました。また前中間連結会計期間末と比べ８億７千万円（7.9％増）増加となりまし

た。 

  

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、４億４千３百万円の支出（前年同期は２億１千７百万円の収入）となり

ました。収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益３億６千２百万円、減価償却費５億５千５百万円及び棚卸資

産の減少額５億６千４百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額１億８千８百万円及び及び仕入債務の

減少額６億９千５百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、７億８千５百万円の支出（前年同期比41.2％支出増）となりました。こ

れは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、１億１千６百万円の支出（前年同期比24.7％支出減）となりました。こ

れは、主に配当金の支払額によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当企業集団(当社及び当社の連結子会社)における生産・販売品目は受注生産形態をとらない製品が多くあり、その

ほとんどが需要予測を考慮した見込生産によっております。従って、受注状況は表示しておりません。 

  

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

情報・環境関連事業 22,922 110.3 

精密機器関連事業 11,563 98.6 

合計 34,485 106.0 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

情報・環境関連事業 23,479 100.4 

精密機器関連事業 11,663 114.6 

その他の事業 12 102.7 

合計 35,155 104.7 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱リコー 18,801 56.0 20,504 58.3 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当企業集団(当社及び当社の連結子会社)における研究開発活動は、以下に記載のとおりであります。 

当社の事業分野は多岐にわたっており、複写機関連、情報機器関連、腕時計、計量器等、多品種にわたる生産品に

ついて研究開発を行っております。当中間連結会計期間末現在の開発要員は229名であります。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動の主なものは次のとおりであります。 

《情報・環境関連事業》 

・複写機関連……ペーパーハンドリング技術、画像投影技術、座標位置検出技術を開発しております。 

・情報機器関連…精密位置決め技術、画像入力技術を開発しております。 

当事業に係る研究開発費は、３千４百万円であります。 

  

《精密機器関連事業》 

・計量器関連……流体計量技術、計測設計技術を開発しております。 

・時計関連………高密度レイアウト設計技術、小型充電技術を開発しております。 

当事業に係る研究開発費は、５千９百万円であります。 

  

上記の費用の内、当中間連結会計期間の製品製造費用に計上した金額は３千８百万円であり、販売費及び一般管理

費に計上した金額は５千６百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重要な変更は

ありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了した主なものは、次のとおりであ

ります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
投資額
(百万円) 

完了年月 完成後の増加能力

提出会社 

恵那事業所 
（岐阜県恵那市） 

情報・環境関連事業 
情報・環境関連の
機械装置・金型 

78 平成17年９月 軽微 

岡崎事業所 
（愛知県岡崎市） 

精密機器関連事業 事業所内環境整備 48 平成17年９月 ― 

Ricoh Elemex 
(SHENZHEN) 
Co.,Ltd. 
  

本社事業所 
(中国広東省 
深セン市) 

情報・環境関連事業 
情報・環境関連の
量産化用設備 

330 平成17年6月 新規 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 24,744,017 同左

名古屋証券取引所
(市場第二部) 
  
東京証券取引所 
(市場第二部) 

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

計 24,744,017 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金残高
(百万円) 

平成17年４月１日～
平成17年９月30日 

― 24,744 ― 3,456 ― 5,291



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

（注） 上記のほか、自己株式が2,213千株あります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

（注） 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式 644株が含まれております。 

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社リコー 東京都大田区中馬込一丁目３番６号 12,545 50.70 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,118 4.52 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 589 2.38 

リコーエレメックス取引先持株会 名古屋市千種区内山二丁目14番29号 581 2.35 

日興シティグループ証券株式会社 東京都港区赤坂五丁目２番20号 494 2.00 

リコーエレメックス従業員持株会 名古屋市千種区内山二丁目14番29号 482 1.95 

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄三丁目14番12号 279 1.13 

明治安田生命保険相互会社 

(常任代理人 資産管理サービス信

託銀行株式会社) 

東京都新宿区西新宿一丁目９番１号
(東京都中央区晴海一丁目８番12号) 

259 1.05 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 210 0.85 

シービーエヌワイ デイエフエイ
インターナショナル  キャップ 
バリュー ポートフォリオ 
（常任代理人 シティバンク・エ
ヌ・エイ東京支店） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,
CA 90401 U.S.A 
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

187 0.76 

計 ― 16,747 67.68 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式  2,213,000 

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 22,151,000 22,151 同 上 

単元未満株式 普通株式   380,017 ― 同 上 

発行済株式総数 24,744,017 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,151 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
リコーエレメックス
株式会社 

  
名古屋市千種区内山二丁目
14番29号 

2,213,000 ― 2,213,000 8.95

計 ― 2,213,000 ― 2,213,000 8.95



  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 株価は，東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 805 820 850 988 949 931

最低(円) 700 773 776 860 887 900



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

   
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     3,373   5,163    3,457  

２ 受取手形及び売掛金     11,061   11,431    11,002  

３ たな卸資産     6,522   6,095    6,659  

４ 繰延税金資産     2,587   2,389    2,537  

５ 預け金     7,593   6,674    9,721  

６ 未収入金 ※３   1,484   1,441    1,663  

７ その他     1,478   2,111    1,202  

貸倒引当金     △26   △51    △56  

流動資産合計     34,074 71.4  35,255 71.6   36,187 72.6

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1) 建物及び構築物   2,884   3,009   2,693    

(2) 機械装置及び運搬具   1,796   1,604   1,816    

(3) 土地   4,566   4,466   4,466    

(4) その他   552 9,800  644 9,725  600 9,577  

２ 無形固定資産     313   251    302  

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券   552   668   560    

(2) 長期前払費用   369   463   526    

(3) 繰延税金資産   2,323   2,619   2,454    

(4) その他   455   471   461    

貸倒引当金   △189 3,511  △195 4,027  △196 3,806  

固定資産合計     13,624 28.6  14,004 28.4   13,686 27.4

資産合計     47,698 100.0  49,259 100.0   49,874 100.0

         



  

  

   
前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金    10,252 9,956   10,945 

２ 未払金 ※４   7,769 8,310   8,069 

３ 未払法人税等    157 126   292 

４ 未払消費税等 ※２   61 164   151 

５ 賞与引当金    896 976   1,005 

６ その他    1,463 1,897   1,765 

流動負債合計    20,600 43.2 21,430 43.5   22,232 44.6

Ⅱ 固定負債        

１ 退職給付引当金    4,653 4,711   4,754 

２ 役員退職慰労引当金    61 49   73 

３ 連結調整勘定    ― 22   66 

４ その他    107 94   95 

固定負債合計    4,822 10.1 4,878 9.9   4,989 10.0

負債合計    25,422 53.3 26,308 53.4   27,221 54.6

         

（少数株主持分）        

少数株主持分    175 0.4 47 0.1   36 0.1

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金    3,456 7.2 3,456 7.0   3,456 6.9

Ⅱ 資本剰余金    5,292 11.1 5,293 10.7   5,292 10.6

Ⅲ 利益剰余金    14,251 29.9 14,954 30.4   14,728 29.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金    53 0.1 177 0.4   105 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定    △90 △0.2 △91 △0.2   △93 △0.2

Ⅵ 自己株式    △862 △1.8 △887 △1.8   △873 △1.7

資本合計    22,100 46.3 22,903 46.5   22,616 45.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   47,698 100.0 49,259 100.0   49,874 100.0

         



② 【中間連結損益計算書】 

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    33,578 100.0 35,155 100.0   69,937 100.0
Ⅱ 売上原価    27,615 82.2 29,195 83.0   57,361 82.0

売上総利益    5,963 17.8 5,960 17.0   12,575 18.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１ 荷造運賃及び販売諸掛  943 882 1,864   
２ 広告宣伝費及び
販売促進費 

 57 81 103   

３ 給料手当及び役員報酬  2,827 2,712 6,063   

４ 賞与引当金繰入額  472 527 613   

５ 退職給付引当金繰入額  256 228 500   
６ 役員退職慰労引当金

繰入額 
 8 7 20   

７ 通信交通費  331 350 658   

８ 賃借料  350 332 679   

９ 減価償却費  97 88 202   

10 事業所税  6 6 12   

11 その他  586 5,936 17.7 449 5,666 16.1 1,099 11,817 16.9

営業利益    26 0.1 293 0.9   758 1.1

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  17 27 36   

２ 為替差益  68 168 40   

３ 関係会社業務支援料  63 58 128   

４ 連結調整勘定償却額  ― 44 22   

５ 雑収益  20 170 0.5 26 325 0.9 60 287 0.4

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  0 0 1   

２ 固定資産除却損  18 ― 81   

３ 開業費償却  ― 33 ―   

４ 雑損失  31 49 0.2 20 54 0.2 53 136 0.2

経常利益    147 0.4 564 1.6   909 1.3

Ⅵ 特別利益        

１ 投資有価証券売却益  13 20 13   

２ 貸倒引当金戻入益  8 21 0.1 ― 20 0.0 ― 13 0.0

Ⅶ 特別損失        

１ 減損損失 ※１ ― 182 ―   

２ 固定資産除却損 ※２ ― 24 95   

３ 子会社事業整理損失  ― 15 ―   

４ ゴルフ会員権評価損  8 ― 10   

５ 災害に伴う損失  53 ― 21   

６ 海外子会社過年度所得税  55 ― 66   

７ 訴訟に伴う罰金  20 ― 48   

８ その他  ― 136 0.4 ― 222 0.6 101 344 0.5
税金等調整前中間(当期)純
利益 

   32 0.1 362 1.0   578 0.8

法人税、住民税及び事業税  113 56 238   

法人税等調整額  6 119 0.4 △65 △9 △0.0 △109 129 0.2

少数株主利益    70 0.2 15 0.0   129 0.2
中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

   △157 △0.5 356 1.0   320 0.4

         



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     5,291 5,292   5,291

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１ 自己株式処分差益   0 0 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    5,292 5,293   5,292

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     14,494 14,728   14,494

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間(当期)純利益   ― ― 356 356 320 320

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   67 112 67 

２ 取締役賞与   18 17 18 

３ 連結子会社減少に伴う
利益剰余金減少高 

  ― ― 0 

４ 中間純損失   157 243 ― 130 ― 86

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高 

    14,251 14,954   14,728

        



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間（当期）純利益   32 362 578 

２ 減価償却費   547 555 1,172 

３ 連結調整勘定償却額   ― △44 △22 

４ 貸倒引当金の増減額（△は減少）   △20 △5 16 

５ 退職給付引当金の増減額

（△は減少） 
  195 △66 308 

６ 賞与引当金の増減額（△は減少）   △4 △29 105 

７ 受取利息及び受取配当金   △17 △27 △36 

８ 支払利息   0 0 1 

９ 開業費償却   ― 33 ― 

10 投資有価証券売却益   △13 △20 △13 

11 減損損失   ― 182 ― 

12 ゴルフ会員権評価損   8 ― 10 

13 災害に伴う損失   53 ― 21 

14 訴訟に伴う罰金等   20 ― 48 

15 海外子会社過年度所得税   55 ― 66 

16 売上債権の増減額（△は増加）   △273 △188 31 

17 たな卸資産の増減額（△は増加）   △726 564 △864 

18 その他流動資産の増加額   △508 △758 △160 

19 仕入債務の増減額（△は減少）   1,168 △695 2,389 

20 その他流動負債の増加額   84 170 641 

21 役員賞与の支払額   △17 △16 △17 

小計   583 15 4,278 

22 利息及び配当金の受取額   17 27 36 

23 利息の支払額   △0 △0 △1 

24 海外過年度税金の支払額   ― △17 △48 

25 訴訟に伴う罰金の支払額   △20 △28 △20 

26 製品不具合対策損失の支払額   △320 △217 △480 

27 法人税等の支払額   △42 △222 △95 

営業活動によるキャッシュ・フロー   217 △443 3,668 



    

  

    

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △404 △831 △1,134 

２ 有形固定資産の売却による収入   0 130 0 

３ 無形固定資産の取得による支出   △37 △13 △86 

４ 投資有価証券の取得による支出   △19 △1 △20 

５ 投資有価証券の売却による収入   ― 33 32 

６ 貸付金の回収による収入   ― 6 ― 

６ 子会社株式売却による収入   16 ― 16 

７ 連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の売却による支出 
  △91 ― △91 

８ 投資その他の資産の増加による

支出及び減少による収入 
  △19 △108 △390 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △556 △785 △1,675 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 配当金の支払額   △67 △104 △68 

２ 少数株主への配当金の支払額   △82 ― △183 

３ 自己株式の取得による支出   △6 △13 △19 

４ 自己株式の売却による収入   3 0 4 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △154 △116 △266 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   3 4 △2 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額

（△は減少） 
  △489 △1,340 1,723 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,456 13,178 11,456 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現

金同等物の減少額 
  ― ― △1 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末

(期末)残高 
  10,967 11,837 13,178 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する

事項 

子会社(７社)はすべて連結
している。 
子会社名 
(国内) 
・東海リコーエレメックス
㈱ 
・リコーエレメックスエー
ティー㈱ 
・リコー教育システム㈱ 
・レックスゼネラルサービ
ス㈱ 
(海外) 
・Ricoh Elemex(HK)Ltd. 
・Ricoh Eleme Office 
Machine(HK)Ltd. 
・Dongguan Ricoh Eleme 
Office Machine CO., 
Ltd. 
  

  
  
上記のうち、レックスゼネ
ラルサービス㈱は、平成16
年６月１日付で新たに設立
したため、連結の範囲に含
めている。 
  
また、東海リコーエレメッ
クス(株)については平成16
年８月20日付で新設分割を
行い、同時に提出会社に交
付された新設会社の株式を
譲渡している。なお同社は
現在営業を停止している。 

子会社(７社)はすべて連結
している。 
子会社名 
(国内) 
・リコーエレメックスエー
ティー㈱ 
・リコー教育システム㈱ 
・レックスゼネラルサービ
ス㈱ 
  
  
(海外) 
・Ricoh Elemex(HK)Ltd. 
・Ricoh Eleme Office 
Machine(HK)Ltd. 
・Ricoh Elemex
(SHENZHEN) Co.,Ltd. 
・Dongguan Ricoh Eleme 
Office Machine CO., 
Ltd. 

  
なお、平成17年10月３日付
でリコー教育システム㈱の
全株式を譲渡している。 
  
  

子会社(７社)はすべて連結
している。 
子会社名 
(国内) 
・リコーエレメックスエー
ティー㈱ 
・リコー教育システム㈱ 
・レックスゼネラルサービ
ス㈱ 
  
  
(海外) 
・Ricoh Elemex(HK)Ltd. 
・Ricoh Eleme Office 
Machine(HK)Ltd. 
・Ricoh Elemex
(SHENZHEN) Co.,Ltd. 
・Dongguan Ricoh Eleme 
Office Machine CO., 
Ltd. 

  
上記のうち、レックスゼネ
ラルサービス㈱及びRicoh 
Elemex(SHENZHEN) Co.,Ltd.
は、それぞれ平成16年６月
１日及び平成16年11月29日
付で新たに設立したため、
連結の範囲に含めている。 
  
また、東海リコーエレメッ
クス㈱については平成16年
８月20日付で新設分割を行
い、同時に提出会社に交付
された新設会社（東海リコ
ーソリューションズ㈱）の
株式を譲渡している。また
前連結会計年度に連結子会
社であった東海リコーエレ
メックス㈱は現在清算手続
きを行っており、連結の範
囲から除いている。 
  

２ 持分法の適用に関す
る事項 

該当する会社はない。 
  

同左 同左 
  

３ 連結子会社の中間決
算日(事業年度)等に
関する事項 

連結子会社のうち、海外子
会社３社の中間決算日は６
月30日である。中間連結財
務諸表の作成にあたって
は、海外子会社については
同日現在の財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を行
っている。 

連結子会社のうち、海外子
会社４社の中間決算日は６
月30日である。中間連結財
務諸表の作成にあたって
は、海外子会社については
同日現在の財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては連結上必要な調整を行
っている。 

連結子会社のうち、海外子
会社４社の決算日は12月31
日である。連結財務諸表の
作成にあたっては、海外子
会社については同日現在の
財務諸表を使用し、連結決
算日との間に生じた重要な
取引については連結上必要
な調整を行っている。 



  

事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関す

る事項 

      

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

      

① 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算期末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定) 

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算期末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

  

  

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ等 デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 海外子会社が低価法による

ほか、主として総平均法に

よる原価法 

同左 同左 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

      

① 有形固定資産 海外子会社が定額法による

ほか、主として定率法によ

り償却している。 

なお、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属

設備を除く)については定

額法によっている。 

なお、耐用年数及び残存価

額については法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっている。 

また、親会社の一部の機械

装置については、合理的な

見積による耐用年数を採用

している。 

同左 同左 

② 無形固定資産 定額法を採用している。 

なお、耐用年数については

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。

ただし、ソフトウェアの減

価償却方法は、自社利用ソ

フトウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を、

販売目的ソフトウェアにつ

いては見込販売数量に基づ

く償却額と、残存見込販売

有効期間(３年)に基づく均

等償却額とのいずれか大き

い金額を計上している。 

同左 同左 



  

事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

③ 長期前払費用 均等償却を採用している。
なお、償却期間については
法人税法に規定する方法と
同一の基準によっている。 

同左 同左 

(3) 重要な繰延資産の処
理の方法 

    

① 開業費 
  

―――― 中華人民共和国所在の連結
子会社の開業費は、同国会
計基準に従い、開業時に一
括償却を行っている。 

―――― 

(4) 重要な引当金の計上
基準 

  

① 貸倒引当金 当社及び国内連結子会社
は、債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個々に回収
可能性を検討し、回収不能
見込額を計上している。ま
た、海外子会社は主として
特定の債権について回収不
能額を計上している。 
  

同左 同左 

② 賞与引当金 従業員の賞与に充てるた
め、支給見込額に基づく当
中間連結会計期間負担分を
計上している。 
  

同左 従業員の賞与に充てるた
め、当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上し
ている。 



  

事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付の支払い
に充てるため、当連結会計
年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計期
間末において発生している
と認められる額を計上して
いる。一部の子会社は退職
給付債務の算定にあたり簡
便法を採用している。 
なお、会計基準変更時差異
(4,173 百万円 )について
は、15年による按分額を費
用処理している。 
数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(12年)
による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理す
ることとしている。 

従業員の退職給付の支払い
に充てるため、当連結会計
年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間連結会計期
間末において発生している
と認められる額を計上して
いる。一部の子会社は退職
給付債務の算定にあたり簡
便法を採用している。 
なお、会計基準変更時差異
(4,173 百万円）について
は、15年による按分額を費
用処理している。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(１
年)による按分額を費用処
理している。 
数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(12年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用
処理している。 
  
（追加情報） 
当社は適格退職年金制度を
平成17年２月28日をもって
廃止し、平成17年３月１日
より変動金利型年金制度
(キャッシュバランス・プ
ラン）に移行している。 
  

従業員の退職給付の支払い
に充てるため、当連結会計
年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に
基づき、当連結会計年度末
において発生していると認
められる額を計上してい
る。一部の子会社は退職給
付債務の算定にあたり簡便
法を採用している。 
なお、会計基準変更時差異
(4,173百万円)について
は、15年による按分額を費
用処理している。 
過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(１
年)による按分額を費用処
理している。 
数理計算上の差異は、その
発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数
(12年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用
処理している。 
  
（追加情報） 
当社は適格退職年金制度を
平成17年２月28日をもって
廃止し、平成17年３月１日
より変動金利型年金制度(キ
ャッシュバランス・プラ
ン）に移行している。 

④ 役員退職慰労引当金 親会社は役員の退職慰労金
の支払いに充てるため、内
規に基づく当中間連結会計
期間末要支給額を引当計上
している。 
  

同左 親会社は役員の退職慰労金
の支出に備えて内規に基づ
く期末要支給額を計上して
いる。 

(5) 重要な外貨建ての資
産又は負債の本邦通
貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は,中
間連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理し
ている。なお、在外子会社
等の資産及び負債、収益及
び費用は中間決算日の直物
為替相場により円貨に換算
し換算差額は少数株主持分
及び資本の部における為替
換算調整勘定に含めてい
る。 

同左 外貨建金銭債権債務は、連
結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差
額は損益として処理してい
る。なお、在外子会社等の
資産及び負債、収益及び費
用は決算日の直物為替相場
により円貨に換算し換算差
額は少数株主持分及び資本
の部における為替換算調整
勘定に含めている。 



  

事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(6) 重要なリース取引の

処理方法 

当社及び国内連結子会社

は、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっており、海外子会社に

ついては主として通常の売

買取引に準じた会計処理に

よっている。 

  

同左 同左 

(7) 重要なヘッジ会計の

方法 

①へッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっている。 

なお、振当処理の要件を満

たしている為替予約につい

ては、振当処理を行ってい

る。 

  

①へッジ会計の方法 

同左 

①へッジ会計の方法 

同左 

  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

為替予約 

(ヘッジ対象) 

外貨建金銭債務及び外

貨建輸入予定取引 

  

なお、為替予約取引を行っ

ているが、当中間連結会計

期間末において為替予約残

高はない。 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロコ
ストオプション） 
（ヘッジ対象）
外貨建金銭債務及び外貨
建輸入予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

外貨建金銭債務及び外貨建

輸入予定取引の為替変動リ

スクを回避する目的で為替

予約を利用することとし、

ヘッジ手段である為替予約

は、ヘッジ対象である外貨

建金銭債務及び外貨建輸入

取引の範囲内で行うことと

している。 

③ヘッジ方針 

外貨建金銭債務及び外貨建

輸入予定取引の為替変動リ

スクを回避する目的で為替

予約、通貨スワップ及び通

貨オプション（ゼロコスト

オプション）を利用するこ

ととし、ヘッジ手段である

為替予約、通貨スワップ及

び通貨オプション（ゼロコ

ストオプション）は、ヘッ

ジ対象である外貨建金銭債

務及び外貨建輸入取引の範

囲内で行うこととしてい

る。 

  

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段がヘッジ対象

である予定取引の重要な

条件と同一であり、ヘッ

ジ開始時及びその後も継

続して相場変動を完全に

相殺するものであると想

定できるため、ヘッジの

有効性の判定を省略して

いる。 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  



  

  
  

会計処理の変更 

  

事項 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(8) その他中間連結財務
諸 表（連 結 財 務 諸
表）作成のための基
本となる重要な事項 

    

① 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税
抜方式によっている。 
  

同左 同左 

５  中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
(連結キャッシュ・
フロー計算書)にお
ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資か

らなっている。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（販売報奨金） 
販売報奨金については、従来より営

業外収益として計上していたが、当

中間連結会計期間から売上高に含め

て計上することとしている。この変

更は、当該収入が営業活動の成果で

あり、今後この取引の金額的重要性

が高まる傾向にあることから損益区

分をより適正に表示するためのもの

である。 

なお、この変更により従来の方法に

比べ売上高は20百万円増加し、営業

利益は同額増加するが、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に与える

影響はない。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用している。 

これにより税金等調整前中間純利益

が182百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

している。 

（販売報奨金）
販売報奨金については、従来より営

業外収益として計上していたが、当

連結会計年度から売上高に含めて計

上することとしている。この変更

は、当該収入が営業活動の成果であ

り、今後この取引の金額的重要性が

高まる傾向にあることから損益区分

をより適正に表示するためのもので

ある。 

なお、この変更により従来の方法に

比べ売上高は27百万円増加し、営業

利益は同額増加するが、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える

影響はない。 



追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（事業税率の変更に伴う法定実効税

率の変更） 

事業税率が変更されたことに伴い、

当中間連結会計期間の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用した

法定実効税率は、前中間連結会計期

間の40.3％から40.4％に変更され

た。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰

延税金負債を控除した金額）が14百

万円増加し、その他有価証券評価差

額金が０百万円減少している。ま

た、当中間連結会計期間に計上され

た法人税等調整額が14百万円減少し

ている。 

  

（地方税法等の一部改正に伴う外形

標準課税制度の導入） 

地方税法等の一部を改正する法律

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間連結会計期間から法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上している。 

その結果、販売費及び一般管理費が

28百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益が同

額減少している。 

  

  

――――― 

（地方税法等の一部改正に伴う外形

標準課税制度の導入） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

その結果、販売費及び一般管理費が

63百万円増加し、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が同

額減少している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の取

得価額から控除し

た減価償却累計額 

建物及び
構築物 

4,456百万円

機械装置
及び運搬具 

7,356 

その他 5,403 

計 17,217 

建物及び
構築物 

4,145百万円

機械装置
及び運搬具 

5,593

その他 4,827

計 14,567

建物及び
構築物 

4,041百万円

機械装置 
及び運搬具 

7,250 

その他 5,101 

計 16,393 

※２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債「未払消費税等」として

表示している。 

同左 ―――― 

※３ ファクタリング方

式により譲渡した

売上債権の未収額 

771百万円 284百万円 525百万円 

※４ ファクタリング方

式により振替えた

仕入債務の未払額 

7,217百万円 8,040百万円 7,745百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 減損損失 ―――― 当中間連結会計期間におい

て、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上して

いる。 

  

(1) 減損損失を認識した資

産グループの概要 

  

(2) 減損損失の認識に至っ

た経緯 

営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスである時

計事業に属する資産グルー

プについて減損損失を認識

している。 

  

(3) 減損損失の金額 

用途 時計関連製造

設備 

種類 機械装置、工

具、器具備品 

場所 当社恵那事業

所（岐阜県恵

那市） 

減 損 金 額

(百万円) 
182 

種類
金額
(百万円) 

機械装置 157

工具 19

器具備品 5

合計 182

―――― 

      

(4) 資産のグルーピングの

方法 

当社は、主として管理損益

を把握する事業単位を基準

としてグルーピングを行っ

ている。 

  

(5) 回収可能価額の算定方

法 

資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定し

ている。使用価値は、将来

キャッシュ・フローを2.7％

で割り引いて算定してい

る。 

  

  



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※２ 固定資産除却損 ―――― 
建物及び構築物 5百万円

機械装置及び
運搬具 

13

その他 4

計 24

建物及び構築物 95百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) 

現金及び預金 3,373百万円

預け金 7,593 

現金及び現金同等物 10,967 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金 5,163百万円

預け金 6,674

現金及び現金同等物 11,837

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金及び預金 3,457百万円

預け金 9,721 

現金及び現金同等物 13,178 



(リース取引関係) 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(イ)取得価額相当額 

建物及び
構築物 

1,551百万円

機械装置 
及び運搬具 

398 

工具器具 
及び備品 

372 

その他 81 

合計 2,404 

① リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(イ)取得価額相当額 

建物及び
構築物 

1,551百万円

機械装置
及び運搬具

1,182

工具器具
及び備品 

439

その他 59

合計 3,233

① リース物件の取得価

額相当額、減価償却

累計額相当額及び期

末残高相当額 

(イ)取得価額相当額 

建物及び
構築物 

1,551百万円

機械装置 
及び運搬具 

1,106 

工具器具 
及び備品 

365 

その他 51 

合計 3,075 

  (ロ)減価償却累計額相当額 

建物及び
構築物 

551百万円

機械装置 
及び運搬具 

119 

工具器具 
及び備品 

154 

その他 56 

合計 882 

(ロ)減価償却累計額相当額 

建物及び
構築物 

655百万円

機械装置
及び運搬具

218

工具器具
及び備品 

162

その他 38

合計 1,074

(ロ)減価償却累計額相当額 

建物及び
構築物 

603百万円

機械装置 
及び運搬具 

162 

工具器具 
及び備品 

132 

その他 33 

合計 931 

  (ハ)中間期末残高相当額 

建物及び
構築物 

1,000百万円

機械装置 
及び運搬具 

278 

工具器具 
及び備品 

217 

その他 24 

合計 1,521 

(ハ)中間期末残高相当額 

建物及び
構築物 

896百万円

機械装置
及び運搬具

964

工具器具
及び備品 

277

その他 20

合計 2,158

(ハ)期末残高相当額 

建物及び
構築物 

948百万円

機械装置 
及び運搬具 

944 

工具器具 
及び備品 

232 

その他 18 

合計 2,144 

  ② 未経過リース料中間

期末残高相当額 

１年以内 226百万円

１年超 1,396 

合計 1,622 

② 未経過リース料中間

期末残高相当額 

１年以内 324百万円

１年超 1,950

合計 2,274

② 未経過リース料期末

残高相当額 

１年以内 300百万円

１年超 1,951 

合計 2,251 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ 支払リース料、減価

償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 147百万円

減価償却費
相当額 

127 

支払利息相当額 24 

③ 支払リース料、減価

償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 193百万円

減価償却費
相当額 

168

支払利息相当額 32

③ 支払リース料、減価

償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 314百万円

減価償却費
相当額 

272 

支払利息相当額 53 

  ④ 減価償却費相当額及

び利息相当額の算定方

法 

減価償却費相当額 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

る。 

  

利息相当額 

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額

とし、各期への配分方

法については利息法に

よっている。 

④ 減価償却費相当額及

び利息相当額の算定方

法 

減価償却費相当額 

同左 

  

  

  

  

利息相当額 

同左 

④ 減価償却費相当額及

び利息相当額の算定方

法 

減価償却費相当額 

同左 

  

  

  

  

利息相当額 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

（１）その他有価証券       

① 株式 312 402 90 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 312 402 90 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

（１）その他有価証券   

店頭売買株式を除く非上場株式 149 

計 149 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

（１）その他有価証券       

① 株式 359 656 297 

② 債券 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

計 359 656 297 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

（１）その他有価証券   

非上場株式 11 

計 11 



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

当連結会計年度末において減損処理したものはない。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

該当事項はない。なお為替予約取引を行っているが、当中間連結会計期間末においては為替予約残高はない。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

為替予約取引を行っているが、当中間連結会計期間末において為替予約残高はなく、また、通貨スワップ取引

及び通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行っているがヘッジ会計を適用しており注記の対象か

ら除いているので、該当事項はない。 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末において為替予約残高はなく、また、通貨スワップ取引及び

通貨オプション取引（ゼロコストオプション取引）を行っているがヘッジ会計を適用しており注記の対象から除

いているので、該当事項はない。 

  

区分 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

（１）その他有価証券       

①株式 313 491 177 

②債券 ― ― ― 

③その他 ― ― ― 

計 313 491 177 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

（１）その他有価証券   

非上場株式 68 

計 68 



(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 
前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  
当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  
前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業区分の主な製品 

(1) 情報・環境関連事業 …… 複写機関連、情報機器関連、教育関連、健康・環境機器関連他 

(2) 精密機器関連事業 ……… 計量器関連、特機関連、時計関連、精密加工部品及び省力化機器関連他 

(3) その他事業 ……………… 保険代理業 

３ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含め

た配賦不能営業費用の金額は、それぞれ610百万円、631百万円、1,248百万円であり、その主なものは、親会社本社の総

務部門等管理部門に係る費用である。 

  

  
情報・環境
関連事業
(百万円) 

精密機器関
連事業(百
万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 23,385 10,181 12 33,578 ― 33,578 

(2) セグメント間の内部売上高又
は振替高 

― ― ― ― (―) ― 

計 23,385 10,181 12 33,578 (―) 33,578 

営業費用 21,457 11,459 25 32,941 610 33,552 

営業利益又は営業損失（△） 1,928 △1,278 △13 637 (610) 26 

  
情報・環境
関連事業
(百万円) 

精密機器関
連事業(百
万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 23,479 11,663 12 35,155 ― 35,155 

(2) セグメント間の内部売上高又
は振替高 

― ― ― ― (―) ― 

計 23,479 11,663 12 35,155 (―) 35,155 

営業費用 21,487 12,728 15 34,230 631 34,861 

営業利益又は営業損失（△） 1,992 △1,064 △2 925 (631) 293 

  
情報・環境
関連事業
(百万円) 

精密機器関
連事業(百
万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 49,203 20,709 24 69,937   69,937 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― (―) ― 

計 49,203 20,709 24 69,937 (―) 69,937 

営業費用 45,134 22,754 42 67,930 1,248 69,179 

営業利益又は営業損失（△） 4,069 △2,045 △18 2,006 (1,248) 758 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)、前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)において、全セグメン

トの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略してい

る。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１

日 至 平成17年９月30日)、前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)において、海外売上

高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

  

(１株当たり情報) 

（注）１株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 979円46銭 1,016円54銭 1,002円37銭 

１株当たり中間(当期)純利益
又は中間純損失（△） 

△6円99銭 15円81銭 13円42銭 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

当中間連結会計期間の潜在

株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株

式がないため記載していな

い。 

同左 当連結会計年度の潜在株式

調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が

ないため記載していない。

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益又は中間純損失
（△）（百万円） 

△157 356 320 

普通株式に係る中間(当期)純利益又は
中間純損失（△）（百万円） 

△157 356 302 

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳（百万円） 

      

利益処分による取締役賞与金 ― ― 17 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 17 

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,566 22,536 22,559 



(重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

水道メータの受注をめぐる独占禁止法違反に関連し、損害賠償請求の公訴を提起されている。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（重要な孫会社の設立） 

中国の生産拠点を集約・統合し経営

の効率化を図る目的で、当社子会社

のRicoh Elemex (HK)Ltd.が100％出

資し、孫会社を設立することを決議

している。 

  

新会社の概要は以下のとおりであ

る。 

商号 Ricoh Elemex (SHENZHEN) 

Co.,Ltd. 

所在地 中華人民共和国広東省深

セン市宝安区 

資本金 320万米ドル 

設立予定年月 平成16年12月 

株主構成 
Ricoh  Elemex  (HK)Ltd.

100％ 

代表者名 
北沢 昭夫 

（当社専務取締役） 

事業内容 情報機器等の製造 

（子会社株式の譲渡） 

平成1７年10月３日付けで、当社子会

社のリコー教育システム㈱の全株式

を全研本社㈱に譲渡している。 

これは物作りに経営資源を集中し、

事業の一層の強化拡大をしていきた

いと考えている当社とリコー教育シ

ステム㈱の持つ教科書準拠教材の企

画・制作力を新たに加え、事業を増

強したいと考えている全研本社㈱と

で事業の方向性への意図が合致した

ものである。なお売却した株数は500

株、売却価額は20百万円である。ま

たこれに伴う特別利益として平成1８

年３月連結決算において約８億円計

上する予定である。 

  

  

（保有株式の株式交換） 

当社が株式保有しているリコーロジ

スティクス㈱は、平成17年５月27日

に同社の親会社である㈱リコーと、

平成17年９月１日を期日とする株式

交換により、同日をもって同社の完

全子会社となる株式交換契約を締結

している。 

  

なお、株式交換契約及び当社の保有

状況の内容は以下のとおりである。 

  

株式交換の

内容 

㈱リコーを完全親会社と

し、リコーロジスティクス

㈱を完全子会社とする株式

交換 
株式交換の

日 
平成17年９月１日 

株式交換比

率 

リコーロジスティクス㈱の

普通株式１株に対して㈱リ

コーの普通株式0.63株を割

当交付 

保有株式数 110千株 
簿価 57百万円 

（保有株式の株式交換） 

当社が株式保有している㈱三愛は、

平成16年11月５日に同社の親会社で

ある㈱リコーと、平成17年２月１日

を期日とする株式交換を実施し、同

日をもって同社の完全子会社となる

株式交換契約を締結している。 

  

なお、株式交換契約及び当社の保有

状況の内容は以下のとおりである。 

株式交換の

内容 

㈱リコーを完全親会社と

し、㈱三愛を完全子会社と

する株式交換 

株式交換の

日 
平成17年２月１日 

株式交換比

率 

㈱三愛の普通株式１株に対

して㈱リコーの普通株式

0.066株を割当交付 

保有株式数 270千株 

簿価 81百万円 

    



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金  1,591 2,725 1,642   

２ 受取手形  1,879 2,213 1,826   

３ 売掛金  8,755 9,318 8,868   

４ たな卸資産  5,915 5,478 5,984   

５ 繰延税金資産  2,586 2,412 2,543   

６ 預け金  7,593 6,674 9,721   

７ 未収入金 ※３ 1,778 1,847 1,945   

８ その他  1,778 2,790 1,603   

貸倒引当金  △21 △30 △29   

流動資産合計    31,856 70.0 33,430 70.5   34,105 71.6

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物  2,422 2,237 2,233   

(2) 機械及び装置  1,768 1,575 1,788   

(3) 土地  4,566 4,466 4,466   

(4) その他  978 1,035 1,017   

有形固定資産合計  9,735 9,314 9,505   

２ 無形固定資産  278 216 268   

３ 投資その他の資産        

(1) 繰延税金資産  2,320 2,615 2,451   

(2) その他  1,638 2,067 1,633   

貸倒引当金  △296 △193 △303   

投資その他の資産合計  3,662 4,490 3,781   

固定資産合計    13,676 30.0 14,020 29.5   13,554 28.4

資産合計    45,533 100.0 47,451 100.0   47,660 100.0

         



  

  
  

   
前中間会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形  3,392 3,826 3,434   

２ 買掛金  6,316 5,725 6,840   

３ 未払金 ※４ 7,509 8,288 7,974   

４ 未払法人税等  54 58 106   

５ 前受金  71 103 104   

６ 賞与引当金  786 834 871   

７ その他 ※２ 322 531 557   

流動負債合計    18,453 40.6 19,366 40.8   19,889 41.7

Ⅱ 固定負債        

１ 退職給付引当金  4,476 4,525 4,576   

２ 役員退職慰労引当金  61 44 68   

３ その他  73 61 61   

固定負債合計    4,610 10.1 4,631 9.8   4,706 9.9

負債合計    23,064 50.7 23,998 50.6   24,595 51.6

（資本の部）        

Ⅰ 資本金    3,456 7.6 3,456 7.3   3,456 7.3

Ⅱ 資本剰余金        

１ 資本準備金  5,291 5,291 5,291   

２ その他資本剰余金  0 1 1   

資本剰余金合計    5,292 11.6 5,293 11.1   5,292 11.1

Ⅲ 利益剰余金        

１ 利益準備金  376 376 376   

２ 任意積立金  13,920 13,920 13,920   

３ 中間（当期）未処分利益  232 1,116 787   

利益剰余金合計    14,529 31.9 15,412 32.5   15,083 31.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金    53 0.1 177 0.4   105 0.2

Ⅴ 自己株式    △862 △1.9 △887 △1.9   △873 △1.8

資本合計    22,468 49.3 23,452 49.4   23,064 48.4

負債資本合計    45,533 100.0 47,451 100.0   47,660 100.0

         



② 【中間損益計算書】 

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    30,695 100.0 32,742 100.0   64,773 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３   26,300 85.7 28,191 86.1   55,252 85.3

売上総利益    4,395 14.3 4,550 13.9   9,520 14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３   4,516 14.7 4,342 13.3   9,069 14.0

営業利益又は営業損失(△)    △120 △0.4 208 0.6   450 0.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   217 0.7 291 0.9   366 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   38 0.1 16 0.0   112 0.2

経常利益    58 0.2 483 1.5   705 1.1

Ⅵ 特別利益 ※４   38 0.1 128 0.4   46 0.1

Ⅶ 特別損失 ※5.6   77 0.2 210 0.7   274 0.4

税引前中間(当期)純利益    19 0.1 401 1.2   477 0.8

法人税、住民税及び事業税  26 26 52   

法人税等調整額  △9 17 0.1 △82 △55 △0.2 △132 △79 △0.1

中間(当期)純利益    2 0.0 456 1.4   557 0.9

前期繰越利益    229 659   229 

中間(当期)未処分利益    232 1,116   787 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

事項 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び
評価方法 

  

① 有価証券 子会社及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 
  
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算末日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定) 
  
時価のないもの 
移動平均法による原価法

子会社及び関連会社株式
同左 

  
その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
  
  
  
  
  

時価のないもの 
同左 

子会社及び関連会社株式 
同左 

  
その他有価証券 
時価のあるもの 
決算期末日の市場価格
等に基づく時価法(評価
差額は全部資本直入法
により処理し、売却原
価は移動平均法により
算定) 
  
時価のないもの 

同左 
② デリバティブ等 デリバティブ 

時価法 
デリバティブ

同左 
デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 総平均法による原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却
方法 

  

① 有形固定資産 定率法（但し、平成10年４
月１日以降取得した建物(建
物附属設備を除く)について
は定額法）を採用してい
る。 
なお、耐用年数及び残存価
額については法人税法に規
定する方法と同一の基準に
よっている。 
また、一部の機械装置につ
いては、合理的な見積によ
る耐用年数を採用してい
る。 

同左 同左 

② 無形固定資産 定額法を採用している。 

なお、耐用年数については

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。

ただし、ソフトウェアの減

価償却方法は、自社利用ソ

フトウェアについては、社

内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を、販売

目的ソフトウェアについて

は見込販売数量に基づく償

却額と残存見込販売有効期

間(３年)に基づく均等償却

額とのいずれか大きい金額

を計上している。 

同左 
  

同左 

③ 長期前払費用 均等償却を採用している。 

なお、償却期間については

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。 

同左 同左 



    

事項 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準       
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については個々に回収可能
性を検討し、回収不能見込
額を計上している。 

同左 同左 

② 賞与引当金 従業員の賞与に充てるた
め、支給見込額に基づく当
中間会計期間負担分を計上
している。 

同左 従業員の賞与に充てるた
め、当事業年度に負担すべ
き支給見込額を計上してい
る。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付の支払い

に充てるため、当事業年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異

(3,990百万円)については、

15年による按分額を費用処

理している。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理すること

としている。 

従業員の退職給付の支払い

に充てるため、当事業年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

なお、会計基準変更時差異

(3,990百万円)については、

15年による按分額を費用処

理している。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(１

年)による按分額を費用処理

している。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理すること

としている。 

（追加情報） 

当社は適格退職年金制度を

平成17年２月28日をもって

廃止し、平成17年３月１日

より変動金利型年金制度(キ

ャッシュバランス・プラ

ン）に移行している。 

従業員の退職給付の支払い

に充てるため、当事業年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において

発生していると認められる

額を計上している 

なお、会計基準変更時差異

(3,990百万円)については、

15年による按分額を費用処

理している。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(１

年)による按分額を費用処理

している。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(12年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理

している。 

  

（追加情報） 

当社は適格退職年金制度を

平成17年２月28日をもって

廃止し、平成17年３月１日

より変動金利型年金制度(キ

ャッシュバランス・プラ

ン）に移行している。 

④ 役員退職慰労引当
金 

役員の退職慰労金の支払い
に充てるため、当社の内規
に基づく当中間会計期間末
要支給額を引当計上してい
る。 

同左 役員の退任により支払う退
職慰労金に充てるため、次
の方法により計上してい
る。 
残高基準  
内規に基づく期末要支給額
の100％を設定している。 
繰入方法  
上記、残高基準に基づく設
定額の増差額を毎期繰入れ
るものとする。 
取崩方法  
退任者の前事業年度末要支
給額を取崩すものとする。 



  

  

事項 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってい
る。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 ①へッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっている。 

なお、振当処理の要件を満

たしている為替予約につい

ては、振当処理を行ってい

る。 

①へッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

  

①へッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

為替予約 

(ヘッジ対象) 

外貨建金銭債務及び

外貨建輸入予定取引 
  
なお、為替予約取引を行
っているが、当中間会計
期間末において為替予約
残高はない。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段）
為替予約
通貨スワップ
通貨オプション（ゼロ
コストオプション） 
（ヘッジ対象）

外貨建金銭債務及び外
貨建輸入予定取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  ③ヘッジ方針 

外貨建金銭債務及び外貨建

輸入予定取引の為替変動リ

スクを回避する目的で為替

予約を利用することとし、

ヘッジ手段である為替予約

は、ヘッジ対象である外貨

建金銭債務及び外貨建輸入

取引の範囲内で行うことと

している。 

③ヘッジ方針
外貨建金銭債務及び外貨建
輸入予定取引の為替変動リ
スクを回避する目的で為替
予約、通貨スワップ及び通
貨オプション（ゼロコスト
オプション）を利用するこ
ととし、ヘッジ手段である
為替予約、通貨スワップ及
び通貨オプション（ゼロコ
ストオプション）は、ヘッ
ジ対象である外貨建金銭債
務及び外貨建輸入取引の範
囲内で行うこととしてい
る。 

③ヘッジ方針 
同左 
  

  

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段がヘッジ対象で

ある予定取引の重要な条件

と同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するも

のであると想定できるた

め、ヘッジの有効性の判定

を省略している。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

６ その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

      

① 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっている。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（ロイヤリティ及び販売報奨金） 

ロイヤリティ及び販売報奨金につい

ては、従来より営業外収益として計

上していたが、当中間会計期間から

売上高に含めて計上することとして

いる。この変更は、当該収入が営業

活動の成果であること及び海外の製

造販売活動の積極的展開に伴い、今

後この取引の金額的重要性が高まる

傾向にあることから当社の損益区分

をより適正に表示するためのもので

ある。 

なお、この変更により従来の方法に

比べ売上高は71百万円増加し、営業

損失は同額減少するが、経常利益及

び税引前中間純利益に与える影響は

ない。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用している。これにより税引前

中間純利益が182百万円減少してい

る。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き当該各資産の金額から直接控除し

ている。 

（ロイヤリティ及び販売報奨金） 

ロイヤリティ及び販売報奨金につい

ては、従来より営業外収益として計

上していたが、当事業年度から売上

高に含めて計上することとしてい

る。この変更は、当該収入が営業活

動の成果であること及び海外の製造

販売活動の積極的展開に伴い、今後

この取引の金額的重要性が高まる傾

向にあることから当社の損益区分を

より適正に表示するためのものであ

る。 

なお、この変更により従来の方法に

比べ売上高は245百万円増加し、営

業利益は同額増加するが、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響

はない。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間貸借対照表） 
前中間会計期間において投資その他の資産の「その他」
に含めて表示していた「繰延税金資産」（前中間会計期
間1,963百万円）については、資産総額の100分の５超と
なったため、当中間会計期間より区分掲記している。 

―――― 



追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（事業税率の変更に伴う法定実効税

率の変更） 

事業税率が変更されたことに伴い、

当中間会計期間の繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用した法定

実効税率を前中間会計期間の40.3％

から40.4％に変更した。この変更に

より、繰延税金資産の金額（繰延税

金負債を控除した金額）が14百万円

増加し、その他有価証券評価差額金

が０百万円減少している。 

また、当中間会計期間に計上された

法人税等調整額が14百万円減少して

いる。 

  

（地方税法等の一部改正に伴う外形

標準課税制度の導入） 

地方税法等の一部を改正する法律

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上している。 

この変更により、販売費及び一般管

理費が28百万円増加し、営業損失が

同額増加し、経常利益及び税引前中

間純利益が同額減少している。 

  

―――― 

（地方税法等の一部改正に伴う外形

標準課税制度の導入） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上している。この

変更により、販売費及び一般管理費

が63百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

(中間損益計算書関係) 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
17,071百万円 14,480百万円 16,250百万円 

※２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流

動負債のその他に含めて

表示している。 

同左 ──── 

※３ ファクタリング方

式により譲渡した

売上債権の未収額 

771百万円 284百万円 525百万円 

※４ ファクタリング方

式により振替えた

仕入債務の未払額 

7,217百万円 8,040百万円 7,745百万円 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益に含ま

れる主な項目 

受取利息 8百万円

受取配当金 48 

関係会社業務支
援料 

63 

為替差益 66 

受取利息 12百万円

受取配当金 15

関係会社業務支
援料 

58 

為替差益 165 

受取利息 17百万円

受取配当金 87 

関係会社業務支
援料 

128 

為替差益 42 

    

※２ 営業外費用に含ま

れる主な項目 

支払利息 0百万円

固定資産除却損 16 

支払利息 0百万円 支払利息 0百万円

固定資産除却損 78 

    

※３ 減価償却実施額 有形固定資産 377百万円

無形固定資産 59 

有形固定資産 401百万円

無形固定資産 63 

有形固定資産 841百万円

無形固定資産 119 

    

※４ 特別利益の主な内

訳 

投資有価証券売
却益 

29百万円

貸倒引当金戻入
益 

9 

投資有価証券売
却益 

20百万円

貸倒引当金戻入
益 

108 

投資有価証券売
却益 

29百万円

子会社清算配当
金 

17 

    

※５ 特別損失の主な内

訳 

ゴルフ会員権
評価損 

4百万円

災害に伴う損失 53 

訴訟に伴う損失 20 

減損損失 182百万円

固定資産除却損 18 

関係会社株式評
価損 

10 

ゴルフ会員権
評価損 

7百万円

固定資産除却損 95 

固定資産売却損 52 

災害に伴う損失 21 

訴訟に伴う罰金
等 

48 

投資有価証券売
却損 

48 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※６ 減損損失 ―――― 当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減

損損失を計上している。 

  

(1) 減損損失を認識した資産

グループの概要 

  

(2) 減損損失の認識に至った

経緯 

営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスである時

計事業に属する資産グルー

プについて減損損失を認識

している。 

  

(3) 減損損失の金額 

用途 時計関連製造設

備 

種類 機 械 装 置、工

具、器具備品 

場所 当社恵那事業所

（岐阜県恵那

市） 

減 損 金 額

(百万円) 
182 

種類
金額
(百万円) 

機械装置 157

工具 19

器具備品 5

合計 182

―――― 

      

(4) 資産のグルーピングの方

法 

当社は、主として管理損益

を把握する事業単位を基準

としてグルーピングを行っ

ている。 

  

(5) 回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定し

ている。使用価値は、将来

キャッシュ・フローを2.7％

で割り引いて算定してい

る。 

  

  



(リース取引関係) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

(イ)取得価額相当額 

建物 1,551百万円

機械及び装置 342 

車両及び
運搬具 

8 

工具器具及び
備品 

361 

その他 81 

合計 2,345 

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

(イ)取得価額相当額 

建物 1,551百万円

機械及び装置 1,054

車両及び
運搬具 

12

工具器具及び
備品 

420

その他 59

合計 3,098

① リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

(イ)取得価額相当額 

建物 1,551百万円

機械及び装置 1,006 

車両及び 
運搬具 

12 

工具器具及び
備品 

346 

その他 51 

合計 2,969 

  (ロ)減価償却累計額相当額 

建物 551百万円

機械及び装置 82 

車両及び
運搬具 

3 

工具器具及び
備品 

151 

その他 56 

合計 845 

(ロ)減価償却累計額相当額 

建物 655百万円

機械及び装置 173

車両及び
運搬具 

5

工具器具及び
備品 

156

その他 38

合計 1,028

(ロ)減価償却累計額相当額 

建物 603百万円

機械及び装置 124 

車両及び 
運搬具 

4 

工具器具及び
備品 

128 

その他 33 

合計 893 

  (ハ)中間期末残高相当額 

建物 1,000百万円

機械及び装置 259 

車両及び
運搬具 

5 

工具器具及び
備品 

209 

その他 24 

合計 1,500 

(ハ)中間期末残高相当額 

建物 896百万円

機械及び装置 881

車両及び
運搬具 

7

工具器具及び
備品 

264

その他 20

合計 2,069

(ハ)期末残高相当額 

建物 948百万円

機械及び装置 882 

車両及び 
運搬具 

8 

工具器具及び
備品 

218 

その他 18 

合計 2,075 

  ② 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年以内 216百万円

１年超 1,383 

合計 1,599 

② 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年以内 308百万円

１年超 1,874

合計 2,183

② 未経過リース料期末残

高相当額 

１年以内 286百万円

１年超 1,895 

合計 2,181 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 141百万円

減価償却費
相当額 

121 

支払利息相当額 24 

③ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 185百万円

減価償却
費相当額 

160

支払利息相当
額 

31

③ 支払リース料、減価償却

費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 301百万円

減価償却費
相当額 

260 

支払利息相当額 52 

  ④ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額 

リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

る。 

  

利息相当額 

リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額

とし、各期への配分方

法については、利息法

によっている。 

④ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額 

同左 

  

  

  

  

利息相当額 

同左 

④ 減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額 

同左 

  

  

  

  

利息相当額 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成16年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

当中間会計期間末(平成17年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

前事業年度末(平成17年3月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

(１株当たり情報) 

  

（注）１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 995円79銭 1,040円92銭 1,022円38銭 

１株当たり中間(当期)純利益 0円10銭 20円26銭 24円04銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜
在株式がないため記載して
いない。 

  

同左 潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜
在株式がないため記載して
いない。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間（当期）純利益（百万円） 2 456 557 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

2 456 542 

普通株主に帰属しない金額の主要な内
訳（百万円） 

  

利益処分による取締役賞与金 ― ― 15 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 15 

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,566 22,536 22,559 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

重要な訴訟事件等 

水道メータの受注をめぐる独占禁止法違反に関連し、損害賠償請求の公訴を提起されている。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（重要な孫会社の設立） 

中国の生産拠点を集約・統合し経営の効

率化を図る目的で、当社子会社のRicoh 

Elemex (HK)Ltd.が100％出資し、孫会社

を設立することを決議している。 

  

新会社の概要は以下のとおりである。 

商号 Ricoh Elemex (SHENZHEN) 

Co.,Ltd. 

所在地 中華人民共和国広東省深セン市

宝安区 

資本金 320万米ドル 

設立予定年

月 
平成16年12月 

株主構成 Ricoh Elemex (HK)Ltd. 100％ 

代表者名 北沢 昭夫（当社専務取締役） 

事業内容 情報機器等の製造 

  

―――― 
（保有株式の株式交換） 

当社が株式保有しているリコーロジ

スティクス㈱は、平成17年５月27日

に同社の親会社である㈱リコーと、

平成17年９月１日を期日とする株式

交換により、同日をもって同社の完

全子会社となる株式交換契約を締結

している。 

  

なお、株式交換契約及び当社の保有

状況の内容は以下のとおりである。 

株式交換の内

容 

㈱リコーを完全親会社と

し、リコーロジスティク

ス㈱を完全子会社とする

株式交換 

株式交換の日 平成17年９月１日 

株式交換比率 リコーロジスティクス㈱

の普通株式１株に対して

㈱リコーの普通株式0.63

株を割当交付 

保有株式数 110千株 

簿価 57百万円 

（保有株式の株式交換） 

当社が株式保有している㈱三愛は、平成

16年11月５日に同社の親会社である㈱リ

コーと、平成17年２月１日を期日とする

株式交換を実施し、同日をもって同社の

完全子会社となる株式交換契約を締結し

ている。 

  

なお、株式交換契約及び当社の保有状況

の内容は以下のとおりである。 

株式交換の内

容 

㈱リコーを完全親会社とし、

㈱三愛を完全子会社とする株

式交換 

株式交換の日 平成17年２月１日 

株式交換比率 ㈱三愛の普通株式１株に対し

て㈱リコーの普通株式0.066

株を割当交付 

保有株式数 270千株 

簿価 81百万円 

  

  

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

(1) 有価証券報告書及び
その添付書類 

事業年度 
（第104期） 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日 
東海財務局長に提出。 

          

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第19号（財政状態及び経営成績
に著しい影響を与える事象）の規定に基
づくもの 

  平成17年10月25日 

東海財務局長に提出。 



  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成16年11月30日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

リコーエレメックス株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成16年4月1日から平成16年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、リコーエレメックス株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成16年4月１日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は販売報奨金については、従来より営業外収益として計上してい

たが、当中間連結会計期間から売上高に含めて計上する方法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      松 岡 憲 正 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士      姫 野 幹 弘 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月26日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

リコーエレメックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成17年４月１日から平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間

連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査

手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務

諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作

成基準に準拠して、リコーエレメックス株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成17年4月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１． 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基

準により中間連結財務諸表を作成している。 

２． 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成17年10月3日付けで、子会社であるリコー教育システム株式

会社の全株式を全研本社株式会社に譲渡している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 岡 野 英 生 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 
  

平成16年11月30日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

リコーエレメックス株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第104期事業年度の中間会計期間（平成

16年4月1日から平成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、リコーエレメックス株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社はロイヤリティ及び販売報奨金については、従来より営業外収益

として計上していたが、当中間会計期間から売上高に含めて計上する方法に変更している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 松 岡 憲 正 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月26日

リコーエレメックス株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

リコーエレメックス株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第105期事業年度の中間会計期間

（平成17年４月１日から平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、リコーエレメックス株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に

より中間財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 岡 野 英 生 ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 姫 野 幹 弘 ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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